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要旨

• 神奈川県の「実質付加価値」は、全国を上回るペースでの増加が続いている。これは、
神奈川県の「時間当たり労働生産性」が大きく伸びていることによる寄与が大きい。

• 神奈川県の「時間当たり労働生産性」は、東京都に次ぐ全国第2位の水準である。

• 「時間当たり労働生産性」と相関が高い要素として、「知的財産生産物（研究開
発）」、「人口密度」、「資本装備率」の3つが挙げられる。これら3要素のいずれに
ついても、神奈川県は全国を上回る水準で推移しており、これが神奈川県の「時間当
たり労働生産性」の高さに寄与していると考えられる。

• 県内企業からのヒアリング情報によると、多種多様な形で生産性向上に向けた取り組
みが進められている。こうした企業サイドでの取り組みに加え、産業振興や新規産業
創出を企図した行政支援への期待が高まっており、産業・行政間のさらなる連携を通
じて、県内での労働生産性が一段と高まっていくことが期待される。
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（注）実質付加価値（域内総生産）とは、域内での生産活動により新たに付加された価値（付加価値）の総額のこと。直近値は、2018年。
（出所）独立行政法人経済産業研究所「R-JIPデータベース2021」

実質付加価値の推移
・神奈川県の「実質付加価値」は、全国を上回るペースで増加している【1】。
・そこで、「実質付加価値」を構成する3要素（時間当たり労働生産性【2】、就業者一人当たり労働時間【3】、
就業者数【4】）について、神奈川県と全国における推移をみると、神奈川県では時間当たり労働生産性と就業者
数が全国水準を上回って推移しており、「実質付加価値」を押し上げていることがうかがえる。
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【1】実質付加価値 【2】時間当たり労働生産性

【4】就業者数【3】就業者一人当たり労働時間

１．神奈川県の実質付加価値（域内総生産）について



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

東
京
神
奈
川

滋
賀
愛
知
大
阪
兵
庫
茨
城
三
重
京
都
山
口
千
葉
静
岡
栃
木
埼
玉
宮
城
福
岡
群
馬
大
分
山
梨
香
川
広
島
和
歌
山

北
海
道

徳
島
奈
良
岡
山
愛
媛
富
山
岐
阜
石
川
沖
縄
長
野
福
島
福
井
新
潟
島
根
高
知
鹿
児
島

佐
賀
宮
崎
山
形
熊
本
岩
手
長
崎
秋
田
青
森
鳥
取

（円）

（全国：4,178円）

（注）【5】は、2018年の値。（※）について、神奈川県と全国の時間当たり労働生産性の差の要因分解の詳細は、BOXを参照。
（出所）独立行政法人経済産業研究所「R-JIPデータベース2021」

時間当たり労働生産性
・各都道府県における「時間当たり労働生産性」の水準を比較すると、神奈川県は東京都に次いで2番目に「時間当た
り労働生産性」が高く、全国を上回っている【5】（※）。
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【5】時間当たり労働生産性

２．神奈川県の労働生産性について
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（注）知的財産生産物とは、経済活動における技術や経営に関する知識などの無形資産のこと。時間当たり知的財産生産物装備率は、知的財産生産物（実質純資本ストック）を総労働時間
で割ったもの。【6】は、2018年の47都道府県の値を散布図で示したもの。【7】の直近値は、2018年。

（出所）独立行政法人経済産業研究所「R-JIPデータベース2021」

（１）知的財産生産物（研究開発）
・労働生産性と知的財産生産物装備率との間には、相関関係が見られる【6】。
・すなわち、企業による研究開発投資が活発に行われている神奈川県では、研究開発投資による成果などの蓄積であ
る知的財産生産物の装備率が全国を上回る水準で推移しており、これが神奈川県の労働生産性の高さの一因になっ
ていると考えられる【7】。
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【6】労働生産性と知的財産生産物装備率の相関 【7】時間当たり知的財産生産物装備率の推移

３．労働生産性の引き上げ要因
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（注）【8】は、研究所の建設を目的に1,000平方メートル以上の用地を取得した事業者が対象。2014年から2023年の累計値。【9】は、2020年の値。
（出所）経済産業省「工場立地動向調査」、総務省統計局「令和2年国勢調査抽出詳細集計」

（１）知的財産生産物（研究開発）
・神奈川県内では、県内企業が研究開発投資を積極的に行うだけでなく、県外企業が研究開発拠点を設置するケース
も多く、ここ10年間の研究所新規立地件数は神奈川県が全国1位の24件となっている【8】。神奈川県において研究
開発投資が盛んな背景には、県内に世界トップレベルの大学、研究機関が集積し、技術職・研究職人材が豊富であ
ることが一因として挙げられる【9】。
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【8】研究所の新規立地件数 【9】技術者数と研究者数

３．労働生産性の引き上げ要因
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（注）【10】は、2018年の47都道府県の値を散布図で示したもの。【11】の2025年以降の値は予測値。（※）について、都道府県毎の産業構造の違いによって相関関係が実際より強く示される
可能性があるため、本分析で示された相関関係の強さについても幅をもって見る必要がある。

（出所）総務省統計局「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）」、国土交通省国土地理院「平成30年全国都道府県市区町村別面
積調」、独立行政法人経済産業研究所「R-JIPデータベース2021」

（２）人口密度
・労働生産性と人口密度との間には、相関関係が見られる【10】（※）。すなわち、神奈川県の人口密度は国内で
3番目に高く、人口密度の高い地域では競争力が高まる面もあり、神奈川県の労働生産性の高さの一因になって
いると考えられる。また、先行き日本国内で少子高齢化が進む中でも、神奈川県の人口密度の低下率は全国対比
小さいと予測されており、相対的に労働生産性が高い状態が維持されるとみられる【11】。
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３．労働生産性の引き上げ要因

【10】労働生産性と人口密度の相関 【11】人口密度の推移
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（注）資本装備率とは、従業員1人当たりの利用可能な機械設備の規模を示したもの。時間当たり資本装備率は、実質純資本ストック（知的財産生産物、持家・防衛装備品を除く）を総労働時
間で割ったもの。【12】は、2018年の47都道府県の値を散布図で示したもの。【13】、【14】の直近値は、2018年。

（出所）独立行政法人経済産業研究所「R-JIPデータベース2021」

（３）資本装備率
・労働生産性と資本装備率との間には、わずかながらも相関関係が見られる【12】。すなわち、神奈川県の資本装備
率は、製造業・非製造業ともに全国を上回って推移しており、神奈川県の労働生産性の高さの一因になっていると
考えられる【13】【14】 。
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【12】労働生産性と資本装備率の相関

【14】時間当たり資本装備率（非製造業）

【13】時間当たり資本装備率（製造業）

３．労働生産性の引き上げ要因



・企業ヒアリング情報では、生産性向上に向けた多種多様な取り組みがみられた【15】。また、行政機関
は生産性向上や産業振興を企図した支援を強化しており、企業からはこうした行政支援の有用性を評価
する声が聞かれた【16】。

8

【15】生産性向上に向けた取り組みに関するヒアリング情報

分野 業種 ヒアリング情報

能増投資の実施 製造業 コロナ禍後、旅客数の回復に伴って航空機向け製品の需要が高まっているため、能増投資を計画している。

高付加価値製品の充実 製造業 国際環境規制が厳格化する中で、高付加価値な環境対応製品の生産に注力している。

既存製品の販路拡大 製造業
販売チャネルの多角化を企図して、これまでの小規模地場の小売店のみならず、地域的チェーン店やインター
ネットでの販売比率の引き上げを図っている。

人的投資の実施 製造業 OJTの強化により、一人の従業員の業務範囲を広げる「マルチタスク化」を進めている。

AIによる抜本的自動化 飲食 新製品の試作段階にてAIを導入し、材料の組み合わせなどを提案させている。

事務プロセスの見直し 建設
深刻な人手不足の中、取引業者との意見交換会を実施したり、実際の工事現場をコンサルタントに視察しても
らうことによって、現場で生じる無駄を洗い出す取り組みを行っている。

【16】行政支援に関するヒアリング情報

業種 ヒアリング情報

行政機関 業態転換に取り組む県内企業に対して、専門家派遣や情報提供などのサポートを一段と強化している。

製造業
設備投資の実施にあたっては行政による補助金制度を積極的に活用している。生産性向上を支援する補助金制度を利用して導
入した最新設備が新規案件の受注につながったこともあり、補助金制度の活用には一定の効果を感じている。

４．労働生産性向上に向けた企業の取り組み



（注）【17】は、以下の式に基づいて立式している。 𝐿𝑃神は神奈川県の労働生産性、𝐿𝑃𝑖
神は神奈川県における産業𝑖の労働生産性、𝐿𝑃全 は全国の労働生産性、𝐿𝑃𝑖

全 は全国における産業

𝑖の労働生産性、𝑤𝑖
神は神奈川県における産業𝑖の（全産業に占める）労働時間シェア、𝑤𝑖

全 は全国における産業𝑖の（全産業に占める）労働時間シェアを表す。
下式の右辺第一項は「製造業の労働生産性の差」、右辺第二項は「非製造業の労働生産性の差」、右辺第三項は「産業構造の違いによる差」をそれぞれ表す。
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（出所）独立行政法人経済産業研究所「R-JIPデータベース2021」

・「時間当たり労働生産性」について、神奈川県と全国の差を要因分解すると、「製造業・非製造業のいずれも、神
奈川県の労働生産性は全国対比高いこと」などが観察される【17】。
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【17】神奈川県と全国の時間当たり労働生産性の差

（BOX）神奈川県と全国における「時間当たり労働生産性」の差の要因分解
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